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特定農業所得者への予定納税額等の通知


個人の道府県民税及び市町村民税の納付


（第3期分）


9月分源泉所得税・住民税の特別徴収額の納付


8月決算法人の確定申告〈法人税･消費税･地方消費税･法人事業税･法人住民税〉


2月･5月･8月･11月決算法人の3月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税･地方消費税〉











6.  法人･個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確


定申告〈消費税・地方消費税〉


7.  2月決算法人の中間申告〈法人税･消費税･地方消


費税･法人事業税･法人住民税〉


8.  消費税の年税額が400万円超の2月･5月･11月


　　決算法人の3月ごとの中間申告〈消費税･地方消


費税〉


9.　消費税の年税額が4,800万円超の7月･8月決算


法人を除く法人・個人事業者の1月ごとの中間


申告〈消費税･地方消費税〉





10月の税務








1.　8月分源泉所得税・住民税の特別徴収額の納付


2.　7月決算法人の確定申告〈法人税･消費税･地方


消費税･法人事業税･法人住民税〉


1月･4月･7月･10月決算法人の3月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税･地方消費税〉


法人･個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税・地方消費税〉




















5.　1月決算法人の中間申告〈法人税･消費税･地方消


費税･法人事業税･法人住民税〉


6.  消費税の年税額が400万円超の1月･4月･10月


　　決算法人の3月ごとの中間申告〈消費税･地方消


費税〉


7.　消費税の年税額が4,800万円超の6月･7月決算


法人を除く法人・個人事業者の1月ごとの中間


申告〈消費税･地方消費税〉








9月の税務








個人事業税の納付（第1期分）


個人の道府県民税及び市町村民税の納付


（第2期分）


7月分源泉所得税・住民税の特別徴収額の納付


6月決算法人の確定申告〈法人税･消費税･地方消費税･法人事業税･法人住民税〉


3月･6月･9月･12月決算法人の3月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税･地方消費税〉


法人･個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告〈消費税・地方消費税〉

















7.  12月決算法人の中間申告〈法人税･消費税･地方


　　消費税･法人事業税･法人住民税〉


8.  消費税の年税額が400万円超の3月･9月･12月


　　決算法人の3月ごとの中間申告〈消費税･地方


　　消費税〉


9.　消費税の年税額が4,800万円超の5月･6月決算


法人を除く法人・個人事業者の1月ごとの中間


申告〈消費税･地方消費税〉


10．個人事業者の22年分の消費税･地方消費税の中


間申告








8月の税務
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書籍紹介








『買う気にさせる「営業心理学」』


鈴木丈織著　かんき出版


私の師匠でもある、鈴木丈織先生の本です。鈴木丈織先生は心理学者でもあり、


各業界の躍進企業のコンサルタントとしての実績もある方です。


　全ての商品・サービスは営業がなければお客様の元へたどり着くことはできません。


お客様が買う気になっていただくテクニックについて、具体的に、実践的にまとめてある


本です。ぜひ一度御一読を(^o^)丿。





中山到税理士事務所








�





�





・体長　約26㎝


・ある日の食事


　ザリガニ(小)


・困っていること


　水温が高すぎる


・短評


7月23日の地震の前日、大いに活発に泳いだ!。間違いなく大いに泳いだ!!。
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経営・税務お役立ちネタ





�





�





�





�





�





�





�





なんでもお気軽にご相談ください





〒174-0056


東京都板橋区志村3-3-10


TEL/FAX 03-6780-5069


E-mail : support@itaru-tax.com


HP : � HYPERLINK "http://www.itaru-tax.com" �http://www.itaru-tax.com�/


　Googleにて『中山到税理士事務所』で検索


なまずﾌﾞﾛｸﾞ


http://ameblo.jp/namazunamazunamazu/
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中山到税理士事務所事務所通信





なまずの探知能力で企業の変化を素早く察知





残暑がひとしお身にこたえる毎日ですが、皆様お変わりなくお過ごしのことと存じます。





　お役立ちネタにて詳細を書かさせていただいておりますが、税務に携わる人間としては、正直ビックリな判決が７月６日に出ました。


　これにはビックリしてるだけでなく、税法の本質に今一度踏み込み、納税者の真の正しき立場で、皆さまのお力になっていかねばとの思いを強く持ちました。





　夏バテなどなさいませんように、どうか体に気をつけてお過ごしください。
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生命保険加入者が死亡した後に遺族が年金形式で受け取る保険金について、相続税の課税対象とした上、雑所得として所得税をも課すのは二重課税であるとして、長崎市の無職女性が国に課税の取消しを求めていた上告審が7月６日、最高裁第３小法定で開かれ、那須弘平裁判長は「所得税の課税対象とはならない」として、課税を認めた国側勝訴の２審判決を破棄、女性側の逆転勝訴が確定しました。�　今回の訴訟の争点は、「相続、遺贈または個人からの贈与により取得しまたは取得したものとみなされる財産について、相続税または贈与税と所得税との二重課税を排除する」として所得税を課さないと定めた所得税法第９条１項15項の解釈。これまで、実務では、年金受給権も含めて相続財産とする一方、実際に受け取った現金は「雑所得」とみなして所得税を課税する運用がなされてきました。�  問題となった保険は、加入者の死亡後に生命保険金の一部を特約の年金形式で遺族が受け取れる保険商品。加入者が死亡した時点で、一時金か年金形式かの支払いを選んだり、それぞれを併用したりできる。同種保険の契約は数百万件に上るとみられ、還付作業も膨大になる模様です。





なお所得税の返還を装った「振り込め詐欺」も懸念されますので十分ご注意ください。





年金保険の二重課税訴訟で国側敗訴判決!!
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